
第３回 佐賀県政労使会議 

日 時：令和７年７月８日（火）14 時～ 

会 場：佐賀県庁新館４階 庁議室 

 

【会議次第】 

 

１  開会 

 佐賀労働局長あいさつ 

 佐賀県副知事あいさつ 

 

 

２ 議題 

 

 ① 賃金の引上げについて 

 

② 価格転嫁について 

 

 

３ 閉会 

 

 

【配布資料】 

 資料１ 各機関説明資料 

 

 資料２ 連合佐賀提供資料 



令和７年７月８日（火）

区分 団体等名称 役職 氏名

使用者団体 佐賀県経営者協会 専務理事 福母　祐二

佐賀県商工会議所連合会 専務理事 古園　裕久

佐賀県商工会連合会 専務理事 今村　盛史

佐賀県中小企業団体中央会 専務理事 西岡　剛志

労働者団体 日本労働組合総連合会佐賀県連合会 事務局長 松尾　和寿

関係機関
公益財団法人佐賀県産業振興機構
　佐賀県産業イノベーションセンター

所長 林　靖生

一般社団法人
　佐賀県中小企業診断士協会

専務理事 成澤　俊彦

佐賀働き方改革推進支援センター センター長 満田　和弘

行政 佐賀県 副知事 引馬　誠也

経済産業省九州経済産業局
産業部
次長

荒木　久男

公正取引委員会事務総局九州事務所 総務管理官 大瀧　勇夫

厚生労働省佐賀労働局 局長 城　寿克

「第３回　佐賀県政労使会議」出席予定者名簿
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資料出所：賃金構造基本統計調査 ※令和２年より調査・推計方法が変更されたことに伴い、令和1年以前は遡及集計の値を使用

賃金（所定内給与額）の推移（佐賀県、全国）

佐賀県の賃金（所定内給与額）は、
平成21年から令和元年までの10年間は2.3％の伸び、
令和元年から令和6年までの5年間で11.3％の伸び

となっている

資料出所：厚生労働省賃金構造基本統計調査 ※令和2年より調査集計方法が変更されたことに伴い、令和元年以前は遡及集計の値を使用

所定内給与額：労働契約や就業規則などであらかじめ定められた支給条件、算定方法により支給される現金給与額から超過労働給与額
（超過勤務手当、休日時間外労働手当等）を差し引いた額 1
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最低賃金額の推移（佐賀県、全国）
(円)

2

629円

713円

900円

1004円

R6
（2024）

佐賀県最低賃金額の推移 令和3年度 令和4年度 令和5年度 令和6年度

821円 853円 900円 956円32円up 47円up 56円up

853円

961円



3

賃上げ＋設備投資

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30～130万円

45円コース 45～180万円

60円コース 60～300万円

90円コース 90～600万円

事業場内最低賃金を引き上げ、
設備投資等を行った中小企業に、
その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引

き上げのための生産性向上の取
り組みが支援対象（※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決

定前の設備投資は対象となりませ

ん。

業務改善助成金

非正規雇用労働者の賃上げ

キャリアアップ助成金（賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃

金規定等を３％以上増額改定し、

その規定を適用させた場合に助

成します。

パートタイム労働者など非正規雇

用労働者の賃金引き上げが対象

です。

賃上げ率の区分 助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満 6.5万円(4.3万円)

6％以上 7万円(4.6万円)

労働時間削減等の取組（賃上げ）＋設備投資等

コース区分（※3）

助成上限額

基本
部分

賃上げ
加算

業種別課題対応
コース（※１）

25～
550万円

６～
360万円
（※２）

労働時間短縮・年休
促進支援コース

25～
200万円

勤務間インターバ
ル導入コース

50～
120万円

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の

取得促進等に取り組む中小企業事

業主に、外部専門家のコンサルティ

ング、労働能率の増進に資する設

備・機器の導入等を実施し、成果を

上げた場合に助成します。

（※１）建設業の場合
(※２)労働者数30人以下の場合は倍額
を加算

（※３）別途団体向けのコースあり（上限
額1,000万円）

(※)括弧内の金額は、大企業の

場合の助成額。１年度１事業所あ

たりの支給申請上限人数は100

人。

「賃上げ」支援助成金パッケージ

この他、人材確保等支援助成金（雇用管理改善の取組）、より高い処遇への労働移動等への支援などがあります

職業訓練＋経費助成等（訓練終了後の賃上げ等加算）

区分（※） 助成率・額（賃上げの場合）

①賃金助成額
労働者1人１時間あたり

５００円・1000円

②経費助成率
訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、

2４万円・36万円

③ＯＪＴ実施助
成額

1人１コースあたり

12万円～２５万円

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識

及び技能を習得させるための

職業訓練等を実施した場合等

に訓練経費や訓練期間中の賃

金の一部等を助成します。

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります

※１ 人材育成支援コース（人材
育成訓練）の場合

※２ ５％以上の賃上げ又は資格
等手当を就業規則等に規定し、
訓練受講者に実際に資格等手当
を支払い３％以上賃金を上昇さ
せた場合



【介護事業】入浴設備の導入
（従業員）87人
（申請コース）90円コース （引上げ）10人

導
入
前

利用者約100名、1人あたり週2回入浴介助を行うが、浴室
が3か所しかなく、平均1人20分ほど要し、職員の心身の負
担が大きく、休職者や退職者が出る状況であった。

導
入
後

座位入浴ができる浴槽の導入により、入浴時の介助負担の軽減、
入浴時間の短縮が実現した。

・専用車椅子に座ったまま入浴、洗身～洗い流しまで自動ででき1人
に要する時間が半分になり、職員の負担が大きく軽減した
・短縮した時間をレク活動等に充てられ、利用者の満足度も向上した

【事業場内最低賃金】
900円→990円へ 90円引上げ 4

「業務改善助成金」～県内の活用事例～
【建設業】ラジコン式草刈り機の導入
（従業員）27人
（申請コース）60円コース （引上げ）2人

導
入
前

現場で工事に入る前に、3名で1週間ほどかけて手作業で
除草作業を行っており、多くの人手や時間を費やしていた。

導
入
後

ラジコン式草刈り機の導入により、作業人員の削減及び作
業時間が短縮され、生産性が向上した。

・工事前の除草作業が1人で5日になり、負担が1/3に軽減された
・斜面や足場の悪い場所でも、遠隔操作により、安全に作業が実施
できるようになった

【事業場内最低賃金】
938円→1,021円へ 83円引上げ

【運送業】受注機能付ホームページの開設
（従業員）2人
（申請コース）45円コース （引上げ）2人

導
入
前

電話で受注する際の聞き間違いや連絡ミスによる対応に要
する雑用時間（30分～2時間）が多く、定期配送以外のス
ポット配送を受けられなかった。

導
入
後

受注機能付きホームページの開設により、受注管理が自動
化され、雑用時間が減少した。

・受注時に電話での聞き間違いや連絡ミスがなくなり、雑用時間がほ
ぼなくなった
・定期配送以外のスポット配送への対応が可能となり、売り上げが上
昇した

【事業場内最低賃金】
900円→950円へ 50円引上げ

【医療業】電子カルテシステムの導入
（従業員）14人
（申請コース）60円コース （引上げ）7人

導
入
前

電子カルテシステムが古く（容量不足、処理能力が遅い）、
一度に多くの作業を行うと処理できず、事務処理が停滞し、
診察にも影響が生じていた。

導
入
後

電子カルテシステムの導入（更新）により、事務処理の停滞がな
くなり、入力に要する時間が短縮された。

・システムの容量が倍増し、処理速度が上がったことで、一度に多く
の作業を行っても処理が停滞することがなくなり、職員の入力負担
が軽減した
・患者1人の受診時間が短縮され、より多くの診察が可能となった

【事業場内最低賃金】
867円→927円へ 60円引上げ



• 賃上げと設備投資等を含む生産性向上に資す

る計画の作成が必要

• 中小企業が利用可能

• 助成額は、賃金の引き上げ額、引き上げ労働者

数等によって決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

賃上げ＋設備投資活用のポイント

賃金引き上げの支援策

厚生労働省は事業主の皆さまの賃上げを支援しています

賃金引き上げ
事業主の皆さまへ

賃上げコース区分 助成上限額

30円コース 30～130万円

45円コース 45～180万円

60円コース 60～300万円

90円コース 90～600万円

業務改善助成金

事業場内最低賃金を引き上げ、設備投資等を行った中小企業に、その費用の一部を助成します。
中小企業で働く労働者の賃金引き上げのための生産性向上の取り組みが支援対象 （※）です。
※申請前の賃金引き上げ、交付決定前の設備投資は対象となりません。

30人の事業場で、事業場内最低賃金労働者5人の時給を45円引き上げた場合、設備投資に

かかった費用に対し最大10０万円が助成されます。
活用例

• 賃金規定等の増額改定に関するキャリアアッ

プ計画の作成が必要

• 中小企業、大企業どちらも利用可能

• 原則、事業所内全ての非正規雇用労働者の賃

金規定等を改定する必要あり

• 改定にあたり職務評価を活用した場合、昇給

制度を新たに規定した場合は助成額を加算

非正規雇用労働者の賃上げ活用のポイント

キャリアアップ助成金 （賃金規定等改定コース）

非正規雇用労働者の基本給の賃金規定等を３％以上増額改定し、その規定を適用させた場合に助成します。
パートタイム労働者など非正規雇用労働者の賃金引き上げが対象です。

中小企業が賃金規定等を５％増額改定し、10人の有期雇用労働者の賃金引き上げを実施した

場合、65万円が支給されます。
活用例

非正規雇用労働者の
賃上げ率の区分

助成額
（１人当たり）

３％以上4％未満の場合 ４万円(2.6万円)

4％以上5％未満の場合 5万円(3.3万円)

5％以上6％未満の場合 6.5万円(4.3万円)

6％以上の場合 7万円(4.6万円)

• 労働時間削減等の取組計画の作成が必要

• 中小企業や中小企業が属する団体が利用可能

• 助成額は、成果目標の達成、賃金の引き上げ

額、賃金を引き上げた労働者数等により決定

• 交付決定を受けた後に設備投資等を行う

労働時間削減等の取組

（賃上げ）＋設備投資等
活用のポイント

コース区分
助成上限額

基本
部分

賃上げ
加算

業種別課題対応コース（※１）
25～
550万円

６～
360万円
（※２）

労働時間短縮・年休促進支援コース
25～
200万円

勤務間インターバル導入コース
50～
120万円

働き方改革推進支援助成金

労働時間の削減や年次有給休暇の取得促進等に取り組む中小企業事業主に、外部専門家のコン
サルティング、労働能率の増進に資する設備・機器の導入等を実施し、成果を上げた場合に助成します。

建設業の事業場が設備投資等を実施して、36協定で設定する時間外・休日労働時間数の上限を

引き下げた場合等に、設備投資等にかかった費用に対し最大25～550万円が助成されます。
活用例

（※１）建設業の場合
(※２)労働者数30人以下の場合は倍額を加算
（※３）別途団体向けのコースあり（助成上限額1 ,000万円）

(※)括弧内の金額は、大企業の場合の助成額。１年度１事業所あたりの支給申請上限人数は100人。



• 雇用管理制度又は従業員の作業負担を軽減する

機器の導入計画の作成、実施後の離職率の低下

が必要

• 原則、中小企業、大企業どちらも利用可能(※)

• 助成額は、雇用管理制度・導入機器に応じて決定

• 対象労働者の賃上げ（５％以上）で、助成額を加算

雇用管理改善の取り組み
（賃上げ加算）活用のポイント区分 助成額（※１・２）

①賃金規定制度
②諸手当等制度
③人事評価制度

50万円
（40万円）

④職場活性化制度
⑤健康づくり制度

25万円
（20万円）

⑥作業負担を軽減する機器等
導入経費の62.5％

（50％）

人材確保等支援助成金 （雇用管理制度・雇用環境整備助成コース）

人材確保のために雇用管理改善につながる制度等（賃金規定制度、諸手当等制度、人事評価制度、

職場活性化制度、健康づくり制度）の導入や雇用環境の整備（従業員の作業負担を軽減する機器等の
導入）により、離職率低下を実現した事業主に対して助成します。

複数の雇用管理制度や作業負担を軽減する機器等を導入し、賃上げ（５％以上）を行った場合、

最大287.5万円が支給されます。
活用例

より高い処遇への労働移動等への支援

特定求職者雇用開発助成金（成長分野等人材確保・育成コース）

早期再就職支援等助成金（雇入れ支援コース、中途採用拡大コース）

• 雇入れ支援コース：事業規模の縮小等に伴い離職を余儀なくされる労働者を早期に無期雇用で雇

入れ、雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

• 中途採用拡大コース：中途採用者の雇用管理制度を整備した上で、中途採用率を一定以上拡大させ

た場合及び中途採用率を一定以上拡大させ、そのうち45歳以上の者で一定以上拡大させ、かつ当

該45歳以上の者全員を雇入れ前と比較して５％以上賃上げした場合に助成します。

産業雇用安定助成金（スキルアップ支援コース）

• 在籍型出向により労働者をスキルアップさせ、復帰後の賃金を復帰前と比較し５％以上増加させた

場合に助成（上限額8,635円／１人１日あたり（１事業主あたり1,000万円））します。

（ Ｒ ７ ． ４ ）

支援策の詳細はHPをチェック

厚生労働省HP

「賃上げ」支援助成金パッケージ

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisaku

nitsuite/bunya/package_00007.html

(※) 賃金規定制度は中小企業のみ利用可能

(※１)括弧内の金額は、賃上げを行った場合以外の助成額又は助成率。

（※２）①～⑤を複数導入した場合の上限額は100万円（80万円）。⑥を導入した場合の上限額は187.5万円（150万円）。

• 職業訓練実施計画を作成し、訓練開始前に労働
局への提出が必要。計画に沿って訓練を実施し
た後、申請

• 10時間以上のOFF-JTによる訓練等が対象
• 中小企業、大企業どちらも利用可能
• 助成額は、訓練内容、企業規模により決定

職業訓練＋経費助成等
（訓練終了後の賃上げ等加算）

活用のポイント区分（※） 賃上げした場合の助成率・額

①賃金助成額
労働者1人１時間あたり

５００円・1000円

②経費助成率
訓練経費の45％～100％
※制度導入に係る助成の場合は、
2４万円・36万円

③ＯＪＴ実施助成額
1人１コースあたり

12万円～２５万円

人材開発支援助成金

職務に関連した専門的な知識及び技能を習得させるための職業訓練等を実施した場合等に訓練
経費や訓練期間中の賃金の一部等を助成します。

活用例

※訓練コース・メニューによって上記区分①～③のいずれが支給されるか異なります（①～③全てが支給される場合もあれば②のみとなる場合もあります。）。

中小企業事業主が、正規雇用労働者1人につき、10時間の訓練（※１）（訓練経費10万円）を受講させ、
訓練終了後、訓練受講者の賃上げ（※２）を行った場合、7万円が支給されます。

※１ 人材育成支援コース（人材育成訓練）の場合
※２ ５％以上の賃上げ又は資格等手当を就業規則等に規定し、訓練受講者に実際に資格等手当を支払い３％以上賃金を上昇させた場合

• ハローワーク等を通じ、高年齢者や障害者、就職氷河期世代を含む中高年層など（就職困難者等）を継続して

雇用する事業主に助成（30万円～240万円）

• これら就職困難者等を就労経験のない職種で雇い入れ、①成長分野（デジタル、グリーン）の業務に従事する労

働者の雇入れ、②人材育成（人材開発支援助成金の活用）及び雇入れから3年以内に５％賃上げのいずれかを

実施した場合、1.5倍の助成金を支給



全国社会保険労務士会連合会受託実施機関

令和7年6月5日からの電話・FAX番号

令和7年度 厚生労働省委託事業 「中小企業・小規模事業者等に対する働き方改革推進支援事業」

働 き 方 改 革

お悩みに寄り添います
中小企業事業主等の

皆様へ

カスハラの
対応をしたい!

働き方改革に関する様々な課題に社会保険労務士がお答えします。

〒840-0843
佐賀市川原町8番7号　平和会館1階佐賀働き方改革推進支援センター

平日9：00～17：00 ※年末年始を除く
saga@workstylereform.net 0120-610-464（R7.6.5～）

開所時間
T E L

070-3392-5560T E L F A X
E-mail

0952-20-1541（R7.6.5～）

お申
し込
みは

裏面
へ

Q

対応をご説明
しましょうかA

残業のない
働き方を知りたい！

Q

好事例と法制度を
ご案内しましょうかA

人手不足を
解消したい!

Q

人材育成研修を
しませんかA

補助金・助成金
を利用したい!

Q

ご案内
しますA

社員研修を
したい!

Q

資料提供や講師を
しましょうかA

ご利用
いただける
サービス 電話相談 メール相談 来所・訪問相談 セミナー

社員研修

佐賀産業保健総合支援センター 佐賀県よろず支援拠点 とも連携！

相談無料
秘密厳守

補助金（中小企業庁） 助成金（厚労省）

MAP▶H P▶



会 社 名
事業所名

業　　種

住　　所

担当部署／役職

電話番号

担当者携帯電話
（緊急時の連絡先）

相談希望日時

相談方法
（どちらかにチェック）

相談内容
（ご希望内容にチェック）

この専門家相談を
知ったきっかけ

第１希望　　　 月　　 日　／　　　 時から
第２希望　　　 月　　 日　／　　　 時から
第３希望　　　 月　　 日　／　　　 時から

／

＠

（　　　 ）　　　ｰ

　　　  ｰ　　　　 ｰ

〒　　　　　ｰ

（　　　 ）　　　ｰ

□会社・事業所へ訪問　 □センターへ来所　  □ZOOMなどによるオンライン相談

名

□働き方改革で何から手をつけたらよいか分からない
□生産性向上による賃金引上げ
□人材確保・人材育成
□長時間労働の是正
□有給休暇の取得義務化への対応
□同一労働同一賃金
□高齢者活用、女性の活躍推進
□ハラスメント防止対策
□働き方改革関連法への対応全般
　

□ハローワークからの紹介
□Facebookページを見て
□労働局からの紹介

□その他 ※特に相談したい内容がございましたら、こちらにご記入ください。

佐賀働き方改革推進支援センター 〒840-0843
佐賀市川原町8番7号　平和会館1階

□助成金制度の活用
□テレワーク・副業・兼業
□給与体系・賃金制度（評価制度）
□労働時間管理（時間外労働 他）
□36協定・就業規則見直し
□外国人の就労・受け入れ
□しわ寄せ防止
□仕事と育児・介護の両立支援（くるみん等）

□電話で調整を希望

※ご記入いただいた個人情報は当センターが厳重に管理し、この目的以外では使用しません。　

□労働基準監督署からの紹介
□商工会議所・商工会からの紹介
□ホームページを見て

□金融機関からの紹介
□市町等のその他団体
□その他（　　　　　　　）

代表者名

従業員数

氏　　名

FAX番号

メールアドレス

（うち非正規雇用労働者　　　　名）

希望日時がある場合

申込日：　　   年 　　   月 　 　 日

厚生労働省委託事業　受託実施機関：全国社会保険労務士会連合会

社会保険労務士よる無料相談・訪問支援申込票
FAX：0952-20-1541（R7.6.5～）
MAIL：saga@workstylereform.net

佐賀働き方改革
推進支援センター宛

お問い合わせ先

メール▶
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円から 円に！

福岡に次ぐ九州単独2位

最低賃金

956
■県・国補助金の紹介

■申請事務のサポート

■課題解決事例の提示

など

佐賀型賃金UP支援プロジェクト

900
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支援チーム

支援補助金 賃金UPを行う事業者を支援

生産性向上の取組支援

佐賀 福岡 山口

956円 992円 979円

都市部との
賃金格差は
依然大きい

＋36円 ＋１3円

全国最下位だった…

九州２位！

853円

900円

9５６円

昨年から差が５円縮小

佐賀県では

過去最大

神奈川 東京

1,162円 1,163円

＋56円UP

＋１円

目安額 +６円

九州１位

R5.10月～

企業に寄り添った
丁寧な支援！

きめ細やかな支援で賃上げを下支え



持続的な賃上げへ 企業の生産性向上を支援

小規模事業者の生産性向上の取組を支援

R5.10月～

企業から喜びの声

資金的な余裕がなく後回しにしていた設備
投資に着手するきっかけになり助かった

賃上げ時期に応じて県が支援を実施してくれて助かる

佐賀型賃金UP支援補助金 第1弾～第４弾まで第４弾まで

第１弾 204 事業者が活用

小規模事業者＋中小事業者の生産性向上の取組を支援
従業員がいない事業者向けの支援

R6.3月～ 第2弾 640 事業者が活用

中小・小規模事業者の生産性向上の取組を支援
従業員がいない事業者向けの支援

R6.10月～ 第3弾 195 事業者が活用
専門家派遣でのアドバイスに従い業務を
見直し、残業時間を減らすことができた

生産性向上による

豊かさの連鎖へ

事業者のニーズ（生産性向上、販路開拓、売上
拡大など）に合わせて活用できて助かる

1,220 事業者が活用

対象を拡大！

好評につき継続！

のべ

中小・小規模事業者の生産性向上の取組を支援
従業員がいない事業者向けの支援

R7.3月～ 第４弾 181 事業者が活用

好評につき継続！



Saga Industrial Promotion Organization

公益財団法人佐賀県産業振興機構
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成果事例①

①本村製菓 （和菓子製造業者）
＜補助金での取組内容＞
カメラセンサーを搭載した不良品選別機を導入し、選別作業の自動化
による生産性向上。
＜取組の効果＞
設備を停止回数が約９割減少。カメラセンサーを活用した不良品の
自動排出が可能となりオペレーターの作業負担軽減につながった。
＜事業者の声＞
・従業員から体が軽くなったという声があり、残業時間も縮小した。
・賃金についても事業場給与総支給額が2023年比で139％になり、従業員の
モチベーションアップに繋がった。
・補助金のおかげで、投資リスクを軽減することができた。

②吉田刃物 （刃物製造業者）
＜補助金での取組内容＞
包丁等研磨による刃角度のバラツキ発生を無くすために3D形状測定器を
導入。
＜取組の効果＞
刃角度のバラツキを数値化して一番切れる刃の角度を明確にでき、

   社内基準を設けることができた。
＜事業者の声＞
・補助金をきっかけにこれまでできていなかった客観的分析を実施することができた。
・品質基準があがり、従業員のやる気につながり、モチベーションアップに繋がった。

成果事例②

和菓子製造業者が工程の自動化による生産性向上！

刃物製造業者がデジタル機器導入による品質の標準化！



１．中小企業支援実績

①野菜生産法人：東京百貨店取扱い。大手
食品卸業者と商談中。
②食品製造業：百貨店等/テナント展開業者
と商談中。

２．賃上げのための補助金紹介/申請支援

紹介してい
る補助金
助成金

②補助金/助成金申請支援

2023年 250件

2024年 522件

2025年 287件（4，5月）

②中小企業が抱える「経営課題解決支援」
経営全
般30％

売上拡
大20％

販路拡
大15％

2023年 12社 31回

2024年 56社 236回

2025年 26社 43回（4，5月）

③販路拡大セミナー

2024年 県内３ヶ所実施 参加者５６名

①セミナーにて申請ポイント/活用支援紹介

業務改善助成金

佐賀県業務改善サポート補助金

多様な人材確保環境整備補助金

中小企業省力化補助金

佐賀県中小企業生産性向上支援補助金

2023年 県内6ヶ所 7回実施 参加者112人

2024年 県内4ヶ所 6回実施 参加者256人

①経営相談/労務相談（訪問＋TEL)

2023年 26件

2024年 95件

2025年 7件（4，5月）

佐賀県型賃金UP支援チーム

企業が抱え
る悩み相談
での課題整

理

企業が抱え
る課題に精
通した専門
家を派遣し
解決支援

商品開発・販
路拡大・大手
小売り店との
付き合い方を

講義

・補助金/助成金
の内容説明

・活用アドバイ
ス

・申請書の作成
支援等

製造業
21％

サービ
ス業
14％

飲食業
16％



佐賀県型賃金UP支援チーム専門家派遣 支援事例

支援
内容

小売業 商品開発
業
種

課
題

成果

・数値計画の作成
・商品別粗利率の算出→粗利率の高い商品を優先的に販売
・仕入価格の見直し
・価格の一部改定

・売上高対前年比＋40,000千円
・従業員へ賞与として還元

支援
内容

農業（法人） 業務改善
業
種

課
題

成果

・5S活動の推進
◦資材、工具の整理/適正配置/清掃ルールの策定
◦毎朝5分の清掃習慣化
◦業務プロセスの整理

・マネジメント体制の強化
◦タスク管理/進歩管理の定例化/3か月計画の策定

・正社員/パート社員の賃金UP
・5Sの定着化
・次年度以降の課題整理（数値管理強化/組織力UP）

支援
内容

飲食業 経営全般
業
種

課
題

成果

・メニューの価格改定/構成変更/原価管理の徹底
・SNSの活用強化し口コミ促進/会員特典やクーポンの導
入
・従業員のシフト見直し→生産性向上

・客単価4,700円→5,000超。
・予約数の増加/新規顧客増加/リピーター率向上
・利益率の向上→財務状況の安定化

事業
者の
声

・数値計画作成の大切さが理解できた
・根拠のある施策を打てたことで今後の自信ができた

事業
者の
声

・様々な観点で分析してもらい、多くの気づきが得られた
・多方面での助言/提案をいただき大変ありがたかった

事業
者の
声

・課題に対しゴールを示してもらい、解決に向け寄り添っ
て支援してもらいありがたかった

支援
内容

農業（法人） 販路拡大
業
種

課
題

成果

・商品価値と販売戦略の支援
◦百貨店/スーパー向けプレゼン資料の作成

・提案書作成と販路開拓支援
◦企業とのマッチング機会の提案

・提案書の完成
・商談機会の創出→百貨店との定番取引が決定
・新販路開拓の方向性確立（大ロット取引）

事業
者の
声

・大手百貨店との取引ができ大変ありがたかった
・大手取引先との付き合い方など今後の販路開拓の参考に
なる。



価格転嫁等の取組状況について

2025/07/08

九州経済産業局
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➢ 中小企業・小規模事業者の持続的な賃上げには、下請法の改正・執行など適切な価格転嫁など制度
面での対策に加え、生産性の向上や成長・拡大などにより、中小企業の「稼ぐ力」を抜本的に強化。

➢ このため、（１）地域の賃金水準への波及力がある「売上高100億企業」を恒常的に創出する新た
な支援制度を創設するなど、成長・拡大を目指す企業をシームレスに支援するとともに、（２）地
域を支える中小企業・小規模事業者の生産性向上や省力化投資等を加速化させるための支援を、昨
年を上回る規模で実施。

持続的な賃上げの実現に向けた中小企業の「稼ぐ力」の強化

「売上高100億企業」な
ど、成長・拡大を目指す
企業をシームレスに支援

生産性向上や省力化投資
等の加速化を支援

⚫ 中小企業成長加速化補助金の新設
（売上高100億企業の創出等を強力に後押し）

⚫ 中堅・中小大規模成長投資補助金の拡充

⚫ 生産性向上のための支援制度の拡充
（ものづくり補助金、ＩＴ導入補助金、事業承継・Ｍ＆Ａ補助金等）

⚫ 中小企業省力化投資補助金の拡充（一般型・カタログ型）

⚫ 商工団体等による支援、資金繰り支援、災害復旧支援等

地域の賃金
水準の引上げ

価格転嫁対策の更なる
徹底

⚫ 下請法・振興法の一部改正（令和８年１月１日施行）、執行強化
⚫ 「価格交渉促進月間」における転嫁状況の調査等
⚫ 業界やサプライチェーン全体での「取引適正化」

地域の賃金
水準の底上げ

地域の賃金
水準の底上げ

2



• 原材料価格やエネルギーコスト、労務費等のコストが上昇する中、コスト増を下請中小企業だけでなくサプライチェーン全体
で負担し、中小企業においても賃上げできる環境を整備するためにも、適切な価格転嫁をはじめ取引適正化の実現が不可欠。

• このため、中小企業庁として、厳正な法執行や実態把握、業界への働きかけなど施策ツールの拡充を図りつつ、公正取引委員
会を始めとする関係省庁と連携の上、取引適正化を強力に進めていく。

3

取引適正化に向けた施策ツール

①下請代金法(規制法。下請代金の減額、支払遅延等を禁止。立入検査、改善指導、公取委への措置請求等を実施。令和8年1月1日改正施行）

②下請振興法(望ましい取引のあり方（振興基準）を策定・公表し、親事業者等に指導・助言等を実施。令和8年1月1日改正施行）

③特定受託事業者に係る取引の適正化等に関する法律(フリーランスに業務委託する事業者に対する規制法。取引関係のほか、労働環境整備

についても。令和６年11月1日施行。)

１）法律の厳正な執行

２）実態把握・相談対応

①下請Gメン（R７:330名）によるヒアリング（年間約10,000件 内九州約800件）
②知財Gメンによるヒアリング
③全国47都道府県の下請かけこみ寺による相談対応（年間約12,000件）
④全国47都道府県のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し相談体制を強化（令和5年7月10日設置）

①業種別ガイドライン（20業種）自主行動計画（29業種・79団体）
②価格交渉促進月間(9月､3月）
③取引先との共存共栄を発注側企業の経営者が宣言するパートナーシップ構築宣言(71,000社超)

３）業界への働きかけ



2025年３月 価格交渉促進月間フォローアップ調査の概要

• 原材料費やエネルギー費、労務費等が上昇する中、多くの中小企業が価格交渉・価格転嫁できる環境整備
のため、2021年９月より毎年９月と３月を「価格交渉促進月間」と設定。2025年３月で８回目。

• 成果を確認するため、各「月間」の終了後、価格交渉、価格転嫁の実施状況について、中小企業に対して「①
アンケート調査、②下請Ｇメンによるヒアリング」を実施。必要に応じて大臣名での指導・助言等に繋げていく。

①アンケート調査

○調査の内容
中小企業等に、2024年10月～2025年３月末までの期間における、発注企業（最大3社分）との間の価格交渉・転嫁の状況を問うアンケート票を
送付。調査票の配布先の業種は、経済センサスの産業別法人企業数の割合（BtoC取引が中心の業種を除く）を参考にして抽出。

○配布先の企業数 30万社

○調査期間 2025年４月21日～５月30日

○回答企業数 65,725社（回答から抽出される発注企業数は延べ76,894社）

※回答企業のうち、取引先がグループ企業のみなどの理由により、回答対象外の企業は14,778社

※参考：2024年９月調査：51,282社（延べ54,430社）

2024年３月調査：46,461社（延べ67,390社）

○回収率 21.9％（※回答企業数／配布先の企業数）

※参考：2024年９月調査：17.1％、 2024年３月調査：15.5％

②下請Gメンによるヒアリング調査

○調査の内容
発注企業との間における価格交渉の内容や転嫁状況等について、全国の中小企業から広くヒアリングを実施。

4
※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査」
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価格交渉の状況

①28.3%

②58.1%

③0.4%
④10.2%

⑤3.0%

n=34,586

2024年

９月
①

発注企業から、交渉の申し入れがあり、
価格交渉が行われた。

②
受注企業から、発注企業に交渉を申し出、
価格交渉が行われた。

③
コストが上昇し、発注企業から申し入れがあったが、
発注減少や取引停止を恐れ、
発注企業からの申し入れを辞退した。

④
コストが上昇したが、発注企業から申し入れがなく、
発注減少や取引停止を恐れ、
交渉を申し出なかった。

⑤
コストが上昇し、発注企業から申し入れがなく、
受注企業から交渉を申し出たが、
応じてもらえなかった。

86.4％

13.6％

直近６か月間における価格交渉の状況

• 「発注側企業から申し入れがあり、価格交渉が行われた」割合（①）は、前回から約３ポイント増の31.5％。

• 「価格交渉が行われた」割合（①②）も前回から約３ポイント増の89.2％。

• 「価格交渉が行われなかった」割合（③④⑤）は減少（前回13.6％→10.8％）。

➢ 発注企業からの申し入れは、さらに浸透しつつあるものの、引き続き、受注企業の意に反して交渉が行わ

れなかった者が約１割。引き続き、協議に応じない一方的な価格決定の禁止を盛り込んだ「中小受託取

引適正化法」の周知を含め、価格交渉・転嫁への更なる機運醸成が重要。

※ 「価格交渉は不要」との回答を除いた場合の回答分布

①31.5%

②57.6%

③0.4%
④7.9%

⑤2.6%

n=55,360

2025年

３月

価格交渉が
行われた
89.2％

発注企業からの
申し入れにより、
交渉が行われた

価格交渉が
行われなかった

10.8％

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査」
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価格転嫁の状況【コスト全般】

①25.5%

②18.7%

③10.4%

④25.4%

⑤18.8%

⑥1.2%

９月 ３月

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤０割

⑥マイナス

n=38,575

※「価格転嫁は不要」との回答を除いた場合の回答分布

• コスト全体の価格転嫁率は52.4％。昨年９月より約３ポイント増加（前回49.7%→52.4％）。

• 「一部でも転嫁できた」割合（①②③④）は、前回から約３ポイント増の83.1％。

• 「転嫁できなかった」「マイナスとなった」割合（⑤⑥）は減少（前回20.1％→16.9％）。

➢ 価格転嫁の状況は改善してはいるが、引き続き、転嫁できない企業と二極分離の状態。転嫁が困難な企

業への対策が重要。

直近６か月間における価格転嫁の状況

79.9％

20.1％

転嫁率【コスト全般】

：49.7％

転嫁率【コスト全般】

：52.4％

①25.7%

②21.3%

③11.1%

④25.0%

⑤15.8%

⑥1.1%

n=60,983

全額転嫁ができた

一部でも価格転嫁できた
83.1％

全く転嫁できず
16.9％

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間
（2025年3月）フォローアップ調査」



サプライチェーンの各段階（※）における価格転嫁の状況

• 価格転嫁率は、１次請けの企業は５割超（53.6％）に対し、４次請け以上の企業は４割程度（40.2％）。

• 特に、４次請け以上の階層においては、「全額転嫁できた」企業の割合は1.5割程度にとどまり、「全く転嫁で
きなかった」又は「減額された」企業は、３割近く（29.1％）に上る。

• いずれの段階においても、前回と比較して、転嫁率は上昇傾向にはあるものの、受注側企業の取引段階が深
くなるにつれて、価格転嫁割合が低くなる傾向がみられる。

➢ より深い段階への価格転嫁の浸透が引き続き課題。

受注側企業の取引段階と価格転嫁率
n=64,299

27.0%

24.0%

20.7%

15.1%

21.0%

23.0%

22.3%

18.7%

10.8%

11.4%

11.5%

12.3%

26.0%

24.2%

24.3%

24.8%

14.2%

16.2%

20.1%

27.6%

1.1%

1.3%

1.2%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

１次請け

２次請け

３次請け

４次請け以上

10割 ９～７割 ６～４割 ３～１割 ０割 マイナス

53.6％

転嫁率

52.1％

48.2％

40.2％

7

※各取引段階：受注側中小企業に対する、「自社が、最終製品・サービスを提供する企業から数え、どの取引段階
に位置しているか」との質問への回答を集計したもの。

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間
（2025年3月）フォローアップ調査」



官公需（※）における価格交渉・価格転嫁の状況

• 官公需の価格転嫁率は、52.3％。（「価格転嫁不要」の場合を除く3,528件の回答の平均）

• なお、官公需全体では「入札により価格決定している」割合が約９割（官公需以外では、約１割）。

• 「価格交渉が行われた」割合は、約４割（前回30.2％→38.9％。官公需以外では、６割超）。

直近６か月間における価格交渉の状況

※ 「官公需」とは、国や地方公共団体等が、物品購入・役務の提供依頼・⼯事の発注を行うこと。
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①18.6%

②20.4%

③ 0.7%

④17.6%

⑤ 0.4%

⑥14.5%

⑦ 1.1%

⑧22.0%

⑨ 0.2%

⑩ 2.8%
⑪ 1.7%

価格交渉が
行われた
38.9％

交渉を希望したが
行われなかった

4.7％

市場連動するため
価格交渉は不要

23.1％

コストが上昇せず
価格交渉は不要

18.3%

コストは上昇したが
価格交渉は不要

14.9％

転嫁率：52.3％

①15.5%

②14.2%

③6.8%

④15.3%

⑤36.9%

⑥10.8%

⑦0.4%

n＝5,593

一部でも
価格転嫁できた

51.9％

①10割

②9割、8割、7割

③6割、5割、4割

④3割、2割、1割

⑤価格転嫁不要

⑥０割

⑦マイナス

直近６か月間における価格転嫁の状況【コスト全般】

アンケート回答企業からの具体的な声

○入札公告時にインフレスライドの対象工事に該当する旨が明記されているので、安心して応札できる。

▲価格転嫁について説明をしても、予算がないことを理由に応じていただけないことがある。

▲原価計算を行わずに、受注企業へ一方的な価格を押し付けるため、価格交渉が全くできない。

【凡例】 ○：よい事例、▲：問題のある事例

全く転嫁できず
11.2％

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間
（2025年3月）フォローアップ調査」



• 製造業系が上位にあり、トラック運送、広告等が下位にあるなどの全体的な傾向は従前通りだが、トラック運送
は約６ポイント、広告は約７ポイント上昇。

※2024年９月時点との変化幅と矢印の数の関係 ↑：１～４ポイント 上昇、 ↑↑：５～９ポイント 上昇、 ↑↑↑：10ポイント以上 上昇 ※（）内は前回の転嫁率を示す。

2025年3月 コスト増に対する転嫁率
各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー費 労務費

①全体 ↑ 52.4% (49.7%) ↑ 54.5% (51.4%) ↑ 47.8% (44.4%) ↑ 48.6% (44.7%)

②
業
種
別

1位 化学 ↑ 64.8% (61.9%) ↑ 69.3% (65.0%) ↑ 62.4% (57.9%) ↑↑ 61.3% (54.6%)

2位 製薬 ↑↑↑ 64.1% (53.6%) ↑↑ 68.7% (60.4%) ↑ 56.6% (54.2%) ↑↑↑ 61.7% (46.5%)

3位 食品製造 ↑↑ 60.3% (55.3%) ↑ 62.7% (58.3%) ↑ 52.2% (47.6%) ↑ 51.7% (47.2%)

4位 電機・情報通信機器 ↑ 58.4% (54.8%) ↑ 62.8% (58.9%) ↑ 52.7% (49.6%) ↑ 53.3% (48.7%)

5位 造船 ↑ 57.6% (57.0%) ↓ 60.2% (62.1%) ↑ 57.9% (56.5%) ↓ 51.0% (53.2%)

6位 飲食サービス ↓ 57.3% (59.0%) ↓ 58.4% (61.2%) ↓ 48.2% (49.0%) ↓ 46.1% (49.4%)

7位 自動車・自動車部品 ↑ 56.6% (51.9%) ↑ 63.7% (59.8%) ↑ 55.0% (51.8%) ↑ 53.4% (48.9%)

8位 機械製造 ↑ 56.2% (54.3%) ↑ 63.3% (60.7%) ↑ 52.2% (49.1%) ↑ 50.6% (47.4%)

9位 卸売 ↑ 54.4% (51.2%) ↑ 56.5% (51.7%) ↑ 48.1% (43.9%) ↑ 47.4% (42.9%)

10位 情報サービス・ソフトウェア ↑↑ 54.3% (47.1%) ↑↑↑ 50.5% (38.0%) ↑↑↑ 46.0% (34.0%) ↑↑ 53.6% (46.3%)

11位 電気・ガス・熱供給・水道 ↑↑ 53.6% (48.0%) ↑↑ 55.2% (49.0%) ↑↑ 50.1% (43.5%) ↑↑ 51.8% (43.9%)

12位 建設 ↑ 52.6% (50.3%) ↑ 53.7% (51.6%) ↑ 48.2% (46.0%) ↑ 50.4% (47.4%)

13位 小売 ↑ 52.5% (48.8%) ↑ 53.4% (49.2%) ↑↑ 46.8% (41.7%) ↑↑ 46.3% (40.5%)

14位 鉱業・採石・砂利採取 ↑ 52.2% (49.8%) ↑↑ 53.5% (47.4%) ↑↑ 51.0% (43.6%) ↑↑ 49.5% (43.4%)

15位 運輸・郵便（トラック運送除く） ↑↑ 51.5% (45.5%) ↑↑ 50.6% (44.3%) ↑↑ 48.1% (41.6%) ↑↑ 49.3% (42.8%)

16位 紙・紙加工 ↑ 51.4% (50.2%) ↑ 52.5% (49.9%) ↑ 46.8% (43.0%) ↑ 46.7% (42.7%)

17位 金融・保険 ↑↑↑ 51.1% (40.9%) ↑↑↑ 50.5% (36.3%) ↑↑↑ 45.6% (31.7%) ↑↑↑ 47.7% (37.4%)

18位 金属 ↑ 50.9% (50.3%) ↑ 56.4% (55.4%) ↑ 47.5% (44.5%) ↑ 46.3% (42.6%)

19位 生活関連サービス ↑ 50.2% (48.4%) ↑ 48.9% (48.2%) ↑ 44.5% (41.2%) ↑ 43.4% (42.7%)

20位 不動産・物品賃貸 ↑ 48.5% (48.1%) ↑ 49.0% (46.5%) ↑↑ 46.0% (41.0%) ↑ 47.0% (45.4%)

21位 印刷 ↓ 47.7% (48.5%) ↓ 48.9% (49.0%) ↑ 41.3% (41.1%) ↓ 39.6% (40.6%)

22位 繊維 ↓ 47.5% (49.0%) ↑ 49.1% (48.8%) ↓ 41.6% (45.3%) ↓↓ 41.7% (46.8%)

23位 建材・住宅設備 ↓↓ 46.6% (51.6%) ↓ 48.3% (51.6%) ↓ 41.3% (44.9%) ↓ 39.5% (42.8%)

24位 石油製品・石炭製品製造 ↓ 46.0% (47.6%) ↑ 55.6% (55.5%) ↓ 42.4% (42.9%) ↑ 41.2% (41.0%)

25位 農業・林業 ↑ 45.0% (41.2%) ↑ 44.6% (39.9%) ↑ 41.3% (37.3%) ↑ 38.9% (36.1%)

26位 放送コンテンツ ↑ 43.2% (39.8%) ↑ 44.6% (40.4%) ↓ 36.0% (36.2%) ↑ 41.7% (36.8%)

27位 廃棄物処理 ↓↓↓ 39.3% (50.7%) ↓↓ 37.2% (43.1%) ↓↓↓ 34.4% (47.0%) ↓↓↓ 35.3% (48.7%)

28位 広告 ↑↑ 38.7% (31.4%) ↑↑↑ 48.4% (32.3%) ↑↑↑ 37.8% (26.4%) ↑ 36.3% (32.1%)

29位 通信 ↓↓ 37.7% (47.0%) ↓↓ 37.2% (44.7%) ↓↓ 34.1% (40.5%) ↓↓ 37.3% (45.7%)

30位 トラック運送 ↑↑ 36.1% (29.5%) ↑↑ 32.1% (25.7%) ↑↑ 33.1% (27.2%) ↑↑ 32.8% (26.9%)

ー その他 ー ー ー ー
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価格転嫁の実施状況の業種別ランキング 【発注企業の業種毎に集計】

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査」



• 受注者として、価格転嫁してもらえている業種（上位にある業種）は、発注者としても価格転嫁に応じている傾向。

• 製造業系が上位にあり、金融・保険、通信が下位にあるなどの全体的な傾向は従前通りだが、金融・保険は約３ポイン
ト、通信は約１ポイント上昇

2025年3月 コスト増に対する転嫁率
各要素別の転嫁率

原材料費 エネルギー費 労務費

①全体 ↑ 52.4% (49.7%) ↑ 54.5% (51.4%) ↑ 47.8% (44.4%) ↑ 48.6% (44.7%)

②
業
種
別

1位 化学 ↑↑ 64.4% (55.3%) ↑↑↑ 69.8% (59.0%) ↑↑ 60.9% (51.7%) ↑↑↑ 58.9% (47.0%)

2位 卸売 ↑ 61.3% (60.3%) ↑ 63.7% (61.9%) ↑ 52.9% (51.2%) ↑ 51.8% (49.6%)

3位 機械製造 ↑ 61.0% (57.3%) ↑ 66.7% (62.1%) ↑ 56.8% (52.7%) ↑ 55.9% (51.8%)

4位 電機・情報通信機器 ↑ 57.3% (54.9%) ↑ 62.5% (58.8%) ↑ 52.8% (48.4%) ↑↑ 53.5% (48.3%)

5位 小売 ↑ 55.7% (52.6%) ↑ 56.7% (54.0%) ↑ 46.9% (44.5%) ↑ 46.1% (44.7%)

5位 紙・紙加工 ↑↑↑ 55.7% (44.7%) ↑↑↑ 58.3% (45.8%) ↑↑ 49.3% (40.3%) ↑↑↑ 49.6% (38.5%)

7位 食品製造 ↑↑ 55.4% (50.0%) ↑↑ 57.4% (51.4%) ↑ 49.2% (44.5%) ↑↑ 49.4% (43.8%)

8位 造船 ↑↑ 54.8% (49.5%) ↑↑ 62.0% (53.0%) ↑↑↑ 61.8% (47.7%) ↑ 49.3% (46.8%)

9位 情報サービス・ソフトウェア ↑↑ 54.0% (47.8%) ↑↑ 50.1% (41.8%) ↑↑ 45.4% (37.0%) ↑↑ 53.4% (47.3%)

10位 自動車・自動車部品 ↑ 53.4% (49.7%) ↑ 63.2% (59.6%) ↑ 53.4% (51.7%) ↑ 52.3% (48.4%)

11位 鉱業・採石・砂利採取 ↑↑ 53.0% (43.1%) ↑↑ 50.1% (40.3%) ↑↑↑ 50.3% (36.5%) ↑↑ 45.8% (36.8%)

12位 建設 ↑ 52.5% (49.8%) ↑ 53.9% (51.6%) ↑ 49.4% (46.3%) ↑ 51.5% (48.0%)

13位 金属 ↓ 51.9% (52.3%) ↑ 59.8% (59.7%) ↑ 48.5% (47.7%) ↑ 47.0% (45.1%)

14位 印刷 ↓ 51.0% (53.1%) ↓ 52.3% (54.2%) ↑ 44.7% (44.3%) ↓ 43.9% (44.3%)

15位 運輸・郵便（トラック運送除く ↑ 50.7% (47.7%) ↑ 48.7% (44.8%) ↑ 48.3% (44.1%) ↑ 48.6% (43.7%)

16位 繊維 ↑ 50.6% (49.7%) ↑ 51.6% (49.3%) ↑ 45.0% (44.9%) ↑ 45.0% (44.1%)

17位 建材・住宅設備 ↑ 49.4% (48.3%) ↑ 51.1% (49.8%) ↑ 44.3% (43.8%) ↑ 43.1% (40.8%)

18位 広告 ↓ 48.3% (50.4%) ↓ 52.8% (53.7%) ↑ 47.4% (44.7%) ↓ 43.5% (45.4%)

19位 不動産・物品賃貸 ↑↑ 47.8% (42.8%) ↑↑↑ 50.8% (34.3%) ↑↑↑ 50.6% (35.1%) ↑↑ 48.6% (40.1%)

20位 石油製品・石炭製品製造 ↑ 46.8% (46.7%) ↑ 58.4% (55.6%) ↑ 42.4% (41.7%) ↑ 39.9% (39.3%)

21位 電気・ガス・熱供給・水道 ↑ 45.5% (42.1%) ↑ 47.2% (43.6%) ↑ 42.1% (37.5%) ↑↑ 43.7% (37.2%)

22位 製薬 ↓↓↓ 45.0% (58.6%) ↓↓↓ 66.7% (80.0%) ↓↓↓ 41.7% (72.9%) ↑ 43.3% (40.0%)

23位 農業・林業 ↑↑ 44.8% (36.5%) ↑↑ 43.4% (34.3%) ↑↑ 40.6% (32.7%) ↑↑ 39.8% (32.5%)

24位 生活関連サービス ↑ 42.1% (38.1%) ↑↑ 41.8% (34.5%) ↑↑ 38.1% (29.3%) ↑↑ 39.7% (33.7%)

25位 放送コンテンツ ↑ 41.0% (38.0%) ↑↑ 45.4% (38.0%) ↑ 38.2% (34.6%) ↑ 40.4% (37.9%)

26位 廃棄物処理 ↑ 40.1% (38.4%) ↑ 37.6% (36.5%) ↑ 38.8% (36.5%) ↑ 37.4% (35.4%)

27位 トラック運送 ↑ 37.6% (34.4%) ↑ 33.6% (29.6%) ↑ 35.4% (32.0%) ↑ 34.1% (31.1%)

28位 飲食サービス ↓↓↓ 36.9% (55.0%) ↓↓↓ 42.8% (53.6%) ↓ 44.6% (47.0%) ↓↓↓ 33.9% (49.0%)

29位 通信 ↑ 35.4% (34.7%) ↑↑ 35.7% (30.7%) ↑↑ 34.5% (27.0%) ↓ 36.3% (38.0%)

30位 金融・保険 ↑ 28.5% (25.2%) ↑↑ 30.6% (21.2%) ↑↑↑ 32.1% (19.4%) ↑↑ 27.5% (21.0%)

ー その他 ー ー ー ー

※2024年９月時点との変化幅と矢印の数の関係 ↑：１～４ポイント 上昇、 ↑↑：５～９ポイント 上昇、 ↑↑↑：10ポイント以上 上昇 ※（）内は前回の転嫁率を示す。 10

価格転嫁の実施状況の業種別ランキング 【受注企業の業種毎に集計】

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査」
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取引代金の支払条件の状況

• 発注側企業からの取引代金の支払いについて、「全額現金により支払われる」割合は、約８割（81.8％）

（残りの約２割は、支払いの一部又は全部で、手形・電子記録債権・ファクタリングの利用があると回答）。

• 手形等（手形・電子記録債権・ファクタリング）の利用がある場合に、交付から入金までの期間（サイト）が「60日以内」
である割合は、約６割（63.6％）。「割引料を発注側企業が全額負担している」割合は、４割弱（35.6％）。

• 支払手数料の負担について、「発注側企業が全額負担している」割合は、７割弱（66.6％）。

アンケート回答企業からの具体的な声

〇以前は、支払いがサイト120日の手形決済であったが、現在は翌月全額振込になり、資金繰りが改善した。

▲支払サイトの短縮を依頼したが、その分の金利を要求された。

【凡例】 ○：よい事例、▲：問題のある事例

81.8% 6.2% 11.7%

0.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

現金のみ

手形を利用

電子記録債権・ファクタリングを利用

手形、電子記録債権・ファクタリングを併用

63.6% 36.4%
60日以内

60日超

26.6% 37.0% 9.0% 27.5%

発注側負担（サイト60日以内）
受注側負担（サイト60日以内）
発注側負担（サイト60日超）
受注側負担（サイト60日超）

66.6% 33.4%
発注側負担

受注側負担

支払手段
（n=76,894）

サイト期間
（n=13,981）

割引料負担
（n=13,981）

支払手数料
負担

（n=76,894）

※出典：中小企業庁「価格交渉促進月間（2025年3月）フォローアップ調査」
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参考資料



全国 九州 福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島

全国比

企業数 3,375,255 348,468 10.32% 131,240 22,405 38,267 46,830 31,999 31,900 45,827 

パートナーシップ構築宣言数（12/17時点） 71,559 6,246 8.73% 2,380 344 765 626 650 602 879 

パートナーシップ構築宣言の比率（％） 2.12% 1.80% - 1.81% 1.54% 2.00% 1.34% 2.03% 1.89% 1.92%

「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目指し、「発注者」側の
立場から、「代表権のある者の名前」で宣言するもの。

（１）サプライチェーン全体の共存共栄と新たな連携（オープンイノベーション、IT実装、グリーン化等）

（２）下請企業との望ましい取引慣行（「振興基準」）の遵守、特に、取引適正化の重点5課題 （①価格決定方法の適正化、②型取
引の適正化、③支払条件の改善、④知的財産・ノウハウの保護、⑤働き方改革に伴うしわ寄せ防止）

● 2025年6月30日現在、全国で71,559社、うち九州で6,246社が宣言（全国比：8.73％）

福岡2,380社、佐賀344社、長崎765社、熊本626社、大分650社、宮崎602社、鹿児島879社

親会社・発注者下請け・受注者

宣言！

価格転嫁の要望等

宣言のイメージ

労務費・原料価格の上昇等

望ましい取引慣行

製造業だけでなく、多様な業種に宣言いただけるものです。
部品製造委託等に限らず、社内のITシステム運用や清掃・メンテナンス業
務委託、備品調達等も含めた、幅広い委託・調達の場面が想定されます。

パートナーシップ構築宣言

13資料：総務省・経済産業省「令和３年度経済センサス・活動調査」再編加⼯、パートナーシップ構築宣言ポータルサイト



地域におけるパートナーシップ構築宣言の拡大に向けて

・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
 かつ
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

・セミナー等による宣言の周知活動を実施

・経済団体等が参画する宣言に係る協定締結、共同宣言等
 または
・宣言企業への補助金加点等のインセンティブを措置

〈パートナーシップ構築宣言の各地域での拡大の現状（2025年4月時点）〉

■福岡県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知・支援策の検討を含む、価格転嫁の
円滑化に係る連携協定を締結。さらに、参加団体を拡大し、宣言の一層の拡大と取
引適正化に向けた共同宣言を採択
○宣言企業に対して補助金の加点措置
○宣言の登録促進に向けて、県内企業へアンケート調査を実施

■佐賀県・熊本県・大分県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知・支援策の検討を含む、価格転嫁の
円滑化に係る連携協定を締結。
○宣言企業に対して補助金の加点措置

■鹿児島県
○宣言の登録促進に向けて、説明会での広報、県内企業へアンケート調査を実施
○県・国・県内団体が参加し、円滑な価格転嫁の推進に向けた意見交換会を開催
○宣言企業に対して補助金の加点措置、制度融資の保証料引下げ

〈九州各県の主な取組〉
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■宮崎県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知・支援策の検討を含む、価格転嫁の
円滑化に係る連携協定を締結
○宣言企業に対して補助金の上乗せ措置

■長崎県
○県・国・県内団体が宣言の県内企業への周知・支援策の検討を含む、価格転嫁
の円滑化に係る連携協定を締結
○宣言企業に対して補助金の加点措置
○宣言の登録促進に向けて、県内企業へアンケート調査を実施

※パートナーシップ構築宣言HP
https://www.biz-partnership.jp/index.html

⚫ 「パートナーシップ構築宣言」は、事業者が、サプライチェーン全体の付加価値向上、大企業と中小企業の共存共栄を目
指し、「発注者」側の立場から、「代表権のある者の名前」で宣言するもの。

⚫ 全ての事業者に「パートナーシップ構築宣言」を広げるため、「自治体・経済団体等による協定締結や共同宣言」、「宣
言企業への自治体補助金での加点措置」などの地域での取組が全都道府県まで拡大。

https://www.biz-partnership.jp/index.html
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よろず支援拠点 ～ 価格転嫁サポート窓口～

・
・
・

（出典）株式会社帝国データバンク資料
（2023/2/9 特別企画：
価格転嫁の成功理由に関する企業アンケート）

⚫ 中小企業・小規模事業者が抱える売上拡大等の様々な経営課題に対して、地域の支援機関と連携しなが
ら無料で相談を受けるワンストップ窓口として、平成26年より各都道府県に１カ所ずつ「よろず支援拠点」を
設置。

⚫ 令和5年7月より、全国のよろず支援拠点に「価格転嫁サポート窓口」を設置し、価格交渉に関する基礎的
な知識の習得支援や、原価計算の手法の習得支援を実施。

・原価管理に係る基礎支援

原価管理の目的とその算出に係る考え方、

製品原価の算出に必要な情報の把
握手法等について助言。

・実践的な提案

個々の企業の実態を踏まえた、具体的な

製品毎の原価の算出方法等を提

案。

＜価格転嫁サポート窓口のイメージ＞

価格転嫁サポート窓口
（よろず支援拠点）

中 小 企 業

取 引 先

①経営相談
 （価格交渉）

②原価計算の支援

③原価を示した価格交渉

④コスト増加に応じた支払
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背景・概要

⚫ 近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、発注者・受注者の対等な関係に基づき、サプライチェーン全体で適切な価格転
嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」の実現を図っていくことが重要。

⚫ このため、協議を適切に行わない代金額の決定の禁止、手形による代金の支払等の禁止、規制及び振興の対象となる取引への運送委託の追加等の
措置を講ずるとともに、多段階の取引当事者が連携した取組等を支援し、価格転嫁・取引適正化を徹底していく。

１．規制の見直し（下請代金支払遅延等防止法）

【規制内容の追加】 【執行の強化等】
（１）協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【価格据え置き取引への対応】 （５）面的執行の強化
●対象取引において、代金に関する協議に応じないことや、協議において必要 ●関係行政機関による指導及び助言に係る規定、相互情報提供に係る規定
な説明又は情報の提供をしないことによる、一方的な代金の額の決定を禁止。 等を新設。

（２）手形払等の禁止
●対象取引において、手形払を禁止。また、支払期日までに代金相当額を得る ※その他

ことが困難な支払手段も併せて禁止。 ●製造委託の対象物品として、木型その他専ら物品の製造に用いる物品を追加。
※手形払の禁止に伴い、割引困難な手形に係る規制を廃止。 ●書面等の交付義務において、承諾の有無にかかわらず、電磁的方法による提供を認容。

●遅延利息の対象に、代金を減じた場合を追加。
【規制対象の追加】 ●既に違反行為が行われていない場合等の勧告に係る規定を整備。

（３）運送委託の対象取引への追加【物流問題への対応】
●対象取引に、製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を追加。

（４）従業員基準の追加【適用基準の追加】
●従業員数300人（役務提供委託等は100人）の区分を新設し、規制及び保護の対象を拡充。

２．振興の充実（下請中小企業振興法）

（１）多段階の事業者が連携した取組への支援 （３）地方公共団体との連携強化

●多段階の取引からなるサプライチェーンにおいて、二以上の取引段階に ●国及び地方公共団体が連携し、全国各地の事業者の振興に向けた取組を

ある事業者が作成する振興事業計画に対し、承認・支援できる旨を追加。 講じる旨の責務と、関係者が情報交換など密接な連携に努める旨を規定。

（２）適用対象の追加 （４）主務大臣による執行強化

●①製造、販売等の目的物の引渡しに必要な運送の委託を対象取引に追加 ●主務大臣による指導・助言をしたものの状況が改善されない事業者に対し

②法人同士においても従業員数の大小関係がある場合を対象に追加。 て、より具体的措置を示して改善を促すことができる旨を追加。

３．「下請」等の用語の見直し（下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法等）

●用語について、「下請事業者」を「中小受託事業者」、 「親事業者」を「委託事業者」等に改める。
●題名について、「下請代金支払遅延等防止法」を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に、
「下請中小企業振興法」を「受託中小企業振興法」に改める。

施行期日 令和８年１月１日（ただし、一部の規定は本法律の公布の日から施行。）

下請代金支払遅延等防止法及び下請中小企業振興法の一部を改正する法律
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• トラックドライバーの長時間労働是正のため、2024年度からトラックドライバーに時間外労働の上限規制（年間960
時間）が適用。

• 物流効率化に取り組まなかった場合、労働力不足による物流需給がさらに逼迫するおそれがあり、コロナ前の2019年
比で最大14.2％（4.0億トン）の輸送能力不足が起こると試算されている。（物流の2024年問題）

• さらに、2030年には、34.1％（9.4億トン）の輸送能力不足が懸念される。

物流革新に向けた政策パッケージ等の策定

２０２３年 ３月 「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」を設置
６月 関係閣僚会議において「物流革新に向けた政策パッケージ」を策定

１０月 関係閣僚会議において「物流革新緊急パッケージ」を策定
（6月の政策パッケージのうち、緊急に取り組むべき事項を具体化）

２０２４年 ２月 政府において、物流法案の閣議決定、国会提出
５月 改正物流法 公布（2024年4月26日 法案成立）

改正物流効率化法の施行に向けたスケジュール【想定】

２０２５年度～ 法律・政省令の施行①（基本方針、努力義務・判断基準 等）※（2025年度中）各事業者による重量の算定

２０２６年度～ 法律・政省令の施行②
（特定事業者の措置［特定事業者の指定、中長期計画の提出・物流統括管理者の選定 等］）

２０２７年度～ 法令に基づく定期報告の提出開始

物流の2024年問題と物流効率化法の改正



荷主・物流事業者に対する規制的措置（物流効率化法）

【荷主等が取り組むべき措置の例】

○荷主*（発荷主、着荷主）・ 物流事業者（トラック、鉄道、港湾運送、航空運送、倉庫）に対し、物流効率化のために
取り組むべき措置について努力義務を課し、当該措置について国が判断基準を策定。
＊元請トラック事業者、利用運送事業者には荷主に協力する努力義務を課す。また、フランチャイズチェーンの本部にも荷主に準ずる義務を課す。

○上記取組状況について、国が当該判断基準に基づき指導・助言、調査・公表を実施。

○上記の事業者のうち一定規模以上のものを特定事業者として指定し、中長期計画の作成や定期報告等を義務付け、中長期
計画に基づく取組の実施状況が不十分な場合、勧告・命令を実施。

○さらに、うち荷主には、物流統括管理者の選任を義務付け。

※法律の名称を「物資の流通の効率化に関する法律」に変更。
※鉄道建設・運輸機構の業務に、認定「物流総合効率化事業」の実施に必要な資金の出資を追加。〈予算〉

バラ積み・バラ降ろしに
よる非効率な荷役作業

パレットの利用による
荷役時間の短縮

【荷待ちがある1運行の平均拘束時間と内訳】

（トラック輸送状況の実態調査(R2)より）

荷待ち・荷役
3時間超

• 荷主・物流事業者間の商慣行を見直し、荷待ち・荷役時間の削減や積載率の向上等を図る。

取り組むべき措置 判断基準（取組の例）

荷待ち時間の短縮
適切な貨物の受取・引渡日時の指示、
予約システムの導入 等

荷役時間の短縮
パレット等の利用、標準化、
入出庫の効率化に資する資機材の配置、
荷積み・荷卸し施設の改善 等

積載率の向上
余裕を持ったリードタイムの設定、
運送先の集約 等

【荷主・物流事業者の「取り組むべき措置」「判断基準」】

パレット導入

すべての事業者

一定規模以上の事業者
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トラック協会

商工団体

価格転嫁円滑化連携協定を締結

円 安
エネルギー
価格高騰

原材料高 人件費
上昇

県内中小企業の現場では

約３割

製 造 業

約４割

非製造業

コスト上昇分の20％未満しか
価格転嫁できていない

13機関 が連携し

企業の価格転嫁への機運を高める

佐賀労働局

九州経済産業局

九州運輸局

連合佐賀

全

佐 賀 県

しかし

価格転嫁伴走支援プロジェクト

価値にふさわしい値付けを実現するため

飲食店などでも

の好循環を県内に広める

6
客足変わらず収益ＵＰ

賃上げや設備投資へ

県内飲食店の好事例

お客が多く、従業員の負担

を減らすため値上げ

「適正な時価」研究プロジェクト

事業者の価格転嫁を強力に推進するため
機運を高める広報も！

現状把握・分析
原価計算
交渉術（タイミング）

価格交渉を進めるには

などが必要

が

②価格交渉スキル向上のためのセミナー開催

①専門家による伴走支援

モデル事業者２社が専門家とともに値付けについて研究予定

交渉にも同席

○専門家派遣 ○スキルアップセミナー開催
（R7.7～8月開催 受付中）

〇業種別ワークショップ開催
（R7.9月以降実施予定！）

→現在約50の事業者に
伴走支援中！（受付中）

現 在

事業者

県

中小企業診断士

商工団体

③業種別ワークショップ開催



（R6.8月～R7.3月）

R6年度｢価格転嫁伴走支援プロジェクト｣事業効果について

人件費、原材料費、エネルギーコストが上昇する一方で価格転嫁が進まない県内企業に

専門家を派遣して原価計算や価格交渉をバックアップ

事業効果

７５社に
専門家を派遣

全額又は一部で価格転嫁

販売価格の改定

製造業などでの

飲食店などでの

価格転嫁を推進!!

県独自の取組により価格転嫁を引き続き推し進めていきます

（Ｂ to Ｂ）

（Ｂ to C）

中小企業診断士



１．県内の価格転嫁を推進するため R６年度実施

②業種別ワークショップセミナー

②専門家派遣事業 ７５社 支援実施

①スキルアップセミナー

①スキルアップセミナー

価格転嫁伴走支援プロジェクト

３．R７年度取り組み

・価格転嫁の進め方

③専門家派遣事業

・価格転嫁の必要性を理解（シミュレーション）

・R6年度価格転嫁した２事例の紹介

・価格転嫁の取組の啓発

・事業者を取り巻く環境（材料高、賃金UP、燃料費高騰）の理解

製造（自社製品）・製造（下請け）・建設・飲食など業種別開催

業種固有の価格転嫁の課題・取り組み方を理解・習得

２．価格転嫁での課題

◆原材料費・人件費・他経費の上昇分すべてを価格転嫁するこ
とは難しい→自社での生産性向上、費用削減、付加価値向上

◆商品・サービスを値上をすると売上が落ちることが怖い。

１０回 ２１４名参加

１０回予定

１０回予定

・自社の現状分析、交渉資料作成、価格転嫁の進め方を伴走支援

現在、５９社申込（新規３１社、前年度からの継続２８社）

事業者固有の状況に応じた価格交渉・利益確保を支援し
ていく必要がある。

１４０社予定

・価格転嫁の進め方

◆取引先自体の仕事量が減っており、価格交渉すると取引を減
らされる恐れがある。

価格転嫁進
展
４６社 ６２％



価格転嫁伴走支援プロジェクト専門家派遣 支援事例

課題

製造業（下請け）
業
種

支援

・原材料高騰、最低賃金上昇への対応
・現状に合った正しい原価計算に基づく見積額の算出

・設備ごとの時間当たりの実質原価の明確化
→10-20％程度時間当たりのチャージ金額の引き上げ
ただし、案件毎に見積もり競争となるため、当社の稼働率
や相手の状況に応じた臨機応変さが必要

課題

業
種

支援

・原価把握
・適正価格（上昇コスト分）の設定

・原価計算、値付けに関する考え方、主力商品の原価計算
の実施、値付けの係数の改善などを整理
・高単価商品について付加価値を持たせる魅せ方を理解
・チャネル別での値上を実施。店頭（10-20％）、見本市
（50％）UP。

課題

飲食業
業
種

支援

・収益性確保にむけた販売価格の見直し、原価管理の徹底

・財務分析では変動比率については問題ないが、固定費を
維持するための必要売上高が不足
・宴会等の価格設定は変えず、食材の工夫で対応
・鉢盛、仕出しの価格引き上げ

課題

建設業
業
種

支援

・どんぶり勘定からの脱却
・現場ごとの実行予算の管理力の不足
・進捗計画と実績の差異分析、改善活用ができていない

・原価積み上げによる実行予算を策定し、見積書を作成。
・材料費は相見積もりで原価低減を図る
・工事台帳で実行予算と実績原価の差異を分析し、次以降
の現場へ改善を反映するサイクルを構築

価格
交渉の
結果

・価格転嫁率…10-20％
※案件毎に見積もりが必要なため相手や当社の状況次第

で見積額の変動がある

価格
交渉の
結果

価格
交渉の
結果

・価格転嫁率…20％
※商品、販路により転嫁率の違いがある

価格
交渉の
結果

・鉢盛、仕出しの金額を引き上げ（約33％UP）
※材料比率は変更しない

製造業（自社製品）

・価格転嫁率…5％
※請負業のため単純比較はできないが、主要現場におい

て前年度の粗利益率より比較計算



下請法改正法の概要等
新名称︓「製造委託等に係る中小受託事業者に対する

代金の支払の遅延等の防止に関する法律」
（略称︓中小受託取引適正化法、通称︓取適法）

令 和 ７ 年 7 月
公 正 取 引 委 員 会



近年の急激な労務費、原材料費、エネルギーコストの上昇を受け、「物価
上昇を上回る賃上げ」を実現するためには、事業者において賃上げの原資の
確保が必要。

中小企業をはじめとする事業者が各々賃上げの原資を確保するためには、
サプライチェーン全体で適切な価格転嫁を定着させる「構造的な価格転嫁」
の実現を図っていくことが重要。

例えば、協議に応じない一方的な価格決定行為など、価格転嫁を阻害し、
受注者に負担を押しつける商慣習を一掃していくことで、取引を適正化し、
価格転嫁をさらに進めていくため、下請法改正法案を今国会に提出した。
（令和７年５月16日 参議院本会議可決成立）

施行期日 令和８年１月１日

1

下請法改正の背景・趣旨等



〈規制の見直し〉
（１）協議を適切に行わない代金額の決定の禁止（価格据え置き取引への対応）

代金に関する協議に応じない、必要な説明・情報提供をしないことによる、一方的な代金額の決定
を禁止

（２）手形払等の禁止
対象取引において、手形払を禁止。その他の支払手段（電子記録債権、ファクタリング等）につい
ても、支払期日までに代金相当額を得ることが困難なものを禁止

（３）運送委託の対象取引への追加（物流問題への対応）
対象取引に、発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を追加

（４）従業員基準の追加（適用基準の追加）
従業員数３００人（役務提供委託等は１００人）の区分を新設

（５）面的執行の強化
事業所管省庁の主務大臣に指導・助言権限を付与。相互情報提供に係る規定を新設

施行期日

公布の日から起算して１年を超えない範囲内において政令で定める日

〈「下請」等の用語の見直し〉
・題名について、以下のとおり改める。
「下請代金支払遅延等防止法」⇒「製造委託等に係る中小受託事業者に対する代金の支払の遅延等の
防止に関する法律」

・用語について、以下のとおり改める。
「下請事業者」⇒「中小受託事業者」、「親事業者」⇒「委託事業者」等

2

下請法の主な改正事項（一覧）



3

下請法の主な改正事項の概要
① 協議を適切に行わない代金額の決定の禁止【新第５条第２項第４号関係】

 「市価」の認定が必要となる買いたたきとは別途、対等な価格交渉を確保する観点から、中小
受託事業者から価格協議の求めがあったにもかかわらず、協議に応じなかったり、委託事業者
が必要な説明を行わなかったりするなど、一方的に代金を決定して、中小受託事業者の利益を
不当に害する行為を禁止する規定を新設する。

改 正 内 容

【コスト上昇型】

従前の対価

引上げ後の対価
※コストアップに
見合わない引上げ幅

コスト
40円

コスト
90円

100円

110円

利益

利益

改正案

交渉プロセスに着目した規定を新設

現行 【対価引下げ型】

従前の対価

引下げ後の対価

コスト
40円 100円

50円

利益

利益

コスト
40円

対価に着目
した規定

 コストが上昇している中で、協議することなく価格を据え置いたり、コスト上昇に見合わない
価格を一方的に決めたりするなど、上昇したコストの価格転嫁についての課題がみられる。

 そのため、適切な価格転嫁が行われる取引環境の整備が必要。

改 正 理 由



 中小受託事業者の保護のためには、今般の指導基準の変更を一段進め、本法上の支払手段と
して、手形払を認めないこととする。

 電子記録債権やファクタリングについても、支払期日までに代金に相当する金銭（手数料等を
含む満額）を得ることが困難であるものについては認めないこととする。

② 手形払等の禁止【新第５条第１項第２号関係】

4/1 5/1  6/30 ８/30

製品や役務の受領日 支払日＝手形交付日 満期日＝入金日
手形サイト60日間

支払日までの期間（60日）＋手形サイト（60日）＝現金受領までの期間【120日】

製品や役務の受領日 支払日
支払日までの期間（60日）＝現金受領までの期間【60日】

4/1 5/1  6/30
短縮

改正案

現行 支払日までの期間

支払日までの期間

改 正 内 容

 支払手段として手形等を用いることにより、発注者が受注者に資金繰りに係る負担を求める
商慣習が続いている。

改 正 理 由

4

下請法の主な改正事項の概要



③ 運送委託の対象取引への追加【新第２条第５項、第６項関係】

 発荷主が運送事業者に対して物品の運送を委託する取引を、本法の対象となる新たな類型とし
て追加し、機動的に対応できるようにする。

運送事業者 運送事業者発荷主
（例︓部品メーカー、

卸売業者等） 再委託委託

現行

改正案

物品の運送の再委託が対象

改 正 内 容

荷積みの強要
荷待ち

 発荷主から元請運送事業者への委託は、本法の対象外（独占禁止法の物流特殊指定で対応）で
ある。

 立場の弱い物流事業者が、荷役や荷待ちを無償で行わされているなど、荷主・物流事業者間の
問題（荷役・荷待ち）が顕在化している。

現行の「物品の運送の再委託」に加えて「物品の運送の委託」を新たな規制対象に追加

改 正 理 由

5

下請法の主な改正事項の概要



 適用基準として従業員数の基準を新たに追加する。
 具体的な基準については、本法の趣旨や運用実績、取引の実態、事業者にとっての分かりやす
さ、既存法令との関連性等の観点から、従業員数300人（製造委託等）又は100人（役務提供
委託等）を基準とする。

④ 従業員基準の追加【新第２条第８項、第９項関係】

【適用基準例（製造委託等）】

資本金3億円超

資本金1千万円超3億円以下

従業員300人超

資本金3億円以下(個人を含む。)

資本金1千万円以下(個人を含む。)

従業員300人以下(個人を含む。)

改正案

基準追加

現行

中小受託委託

改 正 内 容

 実質的には事業規模は大きいものの当初の資本金が少額である事業者や、減資をすることに
よって、本法の対象とならない例がある。

 本法の適用を逃れるため、受注者に増資を求める発注者が存在する。

6

下請法の主な改正事項の概要

改 正 理 由



⑤ 面的執行の強化【新第５条第１項第７号、第8条、第13条関係】

 事業所管省庁の主務大臣に指導・助言権限を付与する。
 中小受託事業者が申告しやすい環境を確保すべく、「報復措置の禁止」の申告先として、現行
の公正取引委員会及び中小企業庁長官に加え、事業所管省庁の主務大臣を追加する。

事業所管省庁

委託事業者指導・助言
＋勧告

指導・助言

調査協力

措置請求

指導・助言権限を追加改正案

公正取引委員会 中小企業庁

改 正 内 容

 現在、事業所管省庁には調査権限のみが与えられているが、公正取引委員会、中小企業庁、事
業所管省庁の連携した執行をより拡充していく必要がある。

 事業所管省庁（「トラック・物流Gメン」など）に通報した場合、本法の「報復措置の禁止」の
対象となっていない。

改 正 理 由

7

下請法の主な改正事項の概要



⑥「下請」等の用語の見直し【題名、新第２条第８項、第９項関係】

 用語について、「親事業者」を「委託事業者」 、「下請事業者」を「中小受託事業者 」 、
「下請代金」を「製造委託等代金」等に改正する。

 法律の題名も、「下請代金支払遅延等防止法」を「製造委託等に係る中小受託事業者に対する
代金の支払の遅延等の防止に関する法律」に改正する
（略称︓中小受託取引適正化法、通称︓取適法）

【
発
注
者
と
し
て
の
声
】

【
受
注
者
と
し
て
の
声
】

外注先を「下請」企業と呼称した経験の有無
（n=3,583）

今も「下請」企業と

呼称している 7.5%

以前は「下請」企業

と呼称していた

5.8%
「下請」企業等と呼称

したことはない

76.8%

外注先がない

9.9%

発注者から「下請」企業と呼称された経験の有無
（n=3,583）

「下請」企業と呼称されている

11.9%

以前は「下請」企業と

呼称されていた

7.9%

「下請」企業と呼称され

たことはない

80.1%

（出所）中小企業庁・公正取引委員会「下請取引等の実態に係るアンケート調査」

改 正 内 容

 本法における「下請」という用語は、発注者と受注者が対等な関係ではないという語感を与え
るとの指摘がある。

 時代の変化に伴い、発注者である大企業の側でも「下請」という用語は使われなくなっている。

改 正 理 由

8

下請法の主な改正事項の概要



9

注意喚起文書発送数
全国 うち九州地区

労務費転嫁交渉指針（※１） ９,３８８名 ６７９名
独禁法Q＆A（※２） ６,５１０名 ４６３名

・道路貨物運送業等のコストに占める労務費の割合が高い又は労務費上昇分
の転嫁が進んでいない業種の事業者を対象に調査
・「労務費転嫁交渉指針」に沿った行動を採らなかった事業者（６７９名）
や「独禁法Ｑ＆Ａ」に該当する行為が認められた事業者（４６３名）に対し
て注意喚起

ポイント

※１ 令和５年度調査の結果、原材料価格やエネルギーコストと比べて労務費の転嫁が進んでいない結果となったことを踏まえ、令和
５年11月29日に、内閣官房と公正取引委員会との連名で「労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針」（労務費転嫁交渉
指針）を策定・公表

※２ 独禁法Q＆A（公取委HP「よくある質問コーナー」のQ２０）
取引上の地位が相手方に優越している事業者が、取引の相手方に対し、一方的に、著しく低い対価での取引を要請する場合には、

優越的地位の濫用として問題となるおそれがあり、具体的には、
① 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストの上昇分の取引価格への反映の必要性について、価格の交渉の場において
明示的に協議することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと

② 労務費、原材料価格、エネルギーコスト等のコストが上昇したため、取引の相手方が取引価格の引上げを求めたにもかかわら
ず、価格転嫁をしない理由を書面、電子メール等で取引の相手方に回答することなく、従来どおりに取引価格を据え置くこと

は、優越的地位の濫用として問題となるおそれがある。

令和６年度価格転嫁円滑化の取組に関する特別調査の結果（九州地区）







全体集計
  【要求状況】

組合数 人員 組合数 人員 年齢 勤続 要求額 要求率 要求額 要求率
68 11,035 40.7 14.0 246,866 16,005 6.48% 17,591 7.13%

81.9% 71.6% 244,151 13,534 5.54% 14,767 6.05%

8 5,569 38.2 14.2 285,002 18,142 6.37% 18,718 6.57%
88.9% 61.3% 283,885 15,479 5.45% 15,660 5.52%

24 3,893 39.6 14.3 256,975 16,724 6.51% 16,828 6.55%
92.3% 91.1% 254,081 14,288 5.62% 14,682 5.78%

36 1,573 42.1 13.8 231,653 15,051 6.50% 15,486 6.69%
75.0% 77.0% 233,036 12,843 5.51% 13,038 5.59%

　　　
  【妥結状況】

組合数 人員 組合数 人員 年齢 勤続 妥結額 妥結率 妥結額 妥結率
58 9,680 40.9 14.4 249,772 12,090 4.84% 14,372 5.75%

69.9% 62.8% 250,373 11,176 4.46% 12,388 4.95%

7 4,793 38.5 14.5 289,813 16,189 5.59% 16,083 5.55%
77.8% 52.7% 283,885 14,916 5.25% 13,486 4.75%

22 3,646 39.8 14.4 258,345 12,861 4.98% 12,778 4.95%
84.6% 85.3% 254,625 11,489 4.51% 11,716 4.60%

29 1,241 42.5 14.4 233,604 10,516 4.50% 12,447 5.33%
60.4% 60.7% 241,167 10,259 4.25% 10,967 4.55%

地場集計（佐賀県を拠点とした本社がある企業）
  【要求状況】

組合数 人員 組合数 人員 年齢 勤続 要求額 要求率 要求額 要求率
46 6,218 40.6 14.0 228,745 15,253 6.67% 16,394 7.17%

80.7% 89.6% 220,906 12,944 5.86% 14,108 6.39%

4 2,898 35.5 13.1 265,925 17,627 6.63% 17,931 6.74%
100.0% 100.0% 269,187 15,974 5.93% 15,824 5.88%

14 2,093 39.2 14.2 232,807 15,245 6.55% 14,733 6.33%
87.5% 84.7% 220,834 12,497 5.66% 13,034 5.90%

28 1,227 42.2 14.0 221,404 14,918 6.74% 15,599 7.05%
75.7% 78.1% 216,544 12,845 5.93% 13,359 6.17%

  【妥結状況】

組合数 人員 組合数 人員 年齢 勤続 妥結額 妥結率 妥結額 妥結率
36 4,863 40.9 14.5 228,393 10,908 4.78% 13,563 5.94%

63.2% 70.1% 225,717 10,391 4.60% 11,644 5.16%

3 2,122 35.2 13.2 270,792 16,314 6.02% 16,274 6.01%
75.0% 73.2% 269,187 13,952 5.18% 13,674 5.08%

12 1,846 39.6 14.4 231,290 11,422 4.94% 11,043 4.77%
75.0% 74.7% 219,061 9,738 4.45% 9,642 4.40%

21 895 42.7 14.8 220,681 9,842 4.46% 12,332 5.59%
56.8% 56.9% 223,611 10,272 4.59% 11,456 5.12%

要求組合

調査対象組合

4

9,092

57 6,942

妥結組合

要求組合

下段は率←

83 15,407

4,272

2,043

2,898

48

下段は率← →下段は昨年同時期比

下段は率← →下段は昨年同時期比

1,572

妥結組合
平均賃金

1組合当たり平均（単純平均）

組合一人当たり平均（加重平均）

2025/5/31現在

→下段は昨年同時期比

平均賃金
組合一人当たり平均（加重平均）1組合当たり平均（単純平均）

平均賃金
1組合当たり平均（単純平均）

300人以上 9 9,092

全体 83 15,407

100～299

100人未満

26

26

全体

300人以上

集計項目

9

48

100人未満 37 1,572

全体

2,898

57 6,942

300人以上 4

100～299 16 2,472
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2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

賃上げ率 1.54 1.49 2.19 1.58 1.83 2.09 1.71 1.90 1.68 3.94 4.98 5.75

地場賃上げ率 1.52 1.98 2.21 1.87 1.91 2.24 1.73 1.37 2.15 3.48 5.13 5.94
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2025春闘連合佐賀回答集計（5月末）

賃上げ率 地場賃上げ率

連合佐賀 春闘賃上げ妥結状況

連合佐賀の春闘回答集計結果（5月末）では、全体の賃上げ率5.75%、地場（県
内に拠点がある組合）5.94%となっており、比較可能な2010年以降で最も高い。
最終集計は6月末で現在集計中ではあるが、6月末の集計でも5％を超えるのは間
違いない
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